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第５９回理事会の概要（平成20年10月15日）
第1号議案　新規入会審査の件

新規の入会希望者があり、入会書類を一覧後、２・３の質疑があって、理事会は全員賛成で入会を承認した。

第２号議案　会費について

　関調協の運営費をスリム化し、会費負担についても会費の口数に応じて議決権を少数の会員が独占する状態を解消する意味からも、３口以上を負担する会員の口数を低減する案を理事会に示し、提案理由を説明。

理事会は、提案を善とし、会費口数の見直しを了承し可決した。

第3号議案　他団体との関係について

　全調協の理事会に出席した伊藤理事から、業法制定後3年目を控え、警察庁通達の『解釈運用基準』に関する問題1本に絞り、調査業の団体が一体となって監督官庁に働きかける必要から、『探偵業法対策協議会（仮称)』の立上げについて検討し、他の団体に呼びかけることを全調協は合意したことを報告した。

これを受けて、関調協としても理事会のメンバーの人脈から、日調協、全国協同組合に打診することで一致した。

第６１回理事会の概要（平成20年12月16日）

第1号議案　業界情勢について

業法施行以後の業界の動き及び監督官庁の指導状況の説明と意見交換がおこなわれた。

業法施行に起因するか否かは定かでないが大衆調査関係の冷え込みは関西に限らず全般的に酷い状況にある。業界を取巻く環境もさることながら業界自らが体質改善に取り組まなければならない段階に来ているのではないか、との意見が大勢を占めた。
第２号議案　他団体との連携について
ＮＰＯ全国調査業協会及び全国調査業協同組合の活動方針及び運営に関する報告があった。
それを受け、当協会の方向性を協議したが結論を見るには至らなかった。

第３号議案　協会報の発行について

　新年号を平成２１年１月中に発行する事を決定し、理事への投稿依頼があった。

理事会終了後、役員の忘年会を開催した。
事務局便り

（新入会員紹介）

　企業名　あかね司法調査事務所

　所在地　京都市西京区川島流田町６４－１
代表者　中澤　貴皓

電話　075-382-6400　ＦＡＸ　075-1529-7139

主な業務　　一般大衆調査（結婚、素行、所在など）

（訃報）

　協会の相談役を務めておられた、綜合調査事務所代表　井上慎哉氏が平成20年12月1日にご逝去なさいました。

　葬儀・告別式に際しては多くの会員の皆様にご参列頂き誠に有り難うございました。

　井上慎哉さんは、愛媛県のご出身で明治大学卒業後、帝国秘密探偵社で調査経験を積み独立。綜合調査事務所の商号で長年大阪に本拠を置き、人事調査業務を幅広く営む傍ら、業界の重鎮として社団法人大阪府調査業協会の専務理事、関西総合調査業協会の理事及び相談役を歴任なさり、業界の発展と地位向上に一方ならぬご貢献をいただいた方でございます。

皆様よくご存知の通り、非常に正義感の強い少年のような純な心と長年の調査経験と高邁な精神、知識、教養に裏打ちされた協会に対する発言は、厳しさと愛情に溢れた非常に有り難いものでした。
また、私的にはこよなく酒を愛し、歌を愛し、人を愛し、夜な夜な自転車で北の歓楽街を梯子する姿は夙に有名で、多くの方に慕われたユニークで楽しい方でしたが天命には逆らえず、永遠のお別れをする事となりました。
衷心よりご冥福をお祈りいたします。本当に長い間有り難うございました。
　尚、会社（綜合調査事務所）は奥様の井上恵美子さまが承継なさり、協会にもそのまま残って頂ける事になっております。慎哉さん同様宜しくお願い致します。

新春放談　　　　　　　　
初ぼやき（深海からの浮上を模索）　　　　　　　　会長　松谷　廣信
　新年明けましておめでとう御座います。会員の皆様方には清々しい新年を迎えられた事とお喜び申し上げます。
　それにしても昨年は厳しい年であった。世間は９月のリーマンショックを機に末曾有の不況に落ち込んだと云うが、我が調査業界は９月どころか、ここ数年来原子力潜水艦で深海に潜り浮上することを忘れたかの如くである。
そこで、新年に当たり私なりにその原因を分析し、浮上の道を皆様と一緒に探ってみたいと思う。
私がこの調査業界に身を寄せたのは１９７１年、２３歳の時であった。当時の関西経済は万博景気の余波もあって活気にあふれ、調査業も引く手あまたの盛況で、採用調査等は納期が間に合わず、春先に調査したものを秋にレポートすると言った超多忙な状況にあった。また、大衆調査関係も電話帳を始めとした広告媒体をフルに活用し、大鯛を網ですくい上げるような大きな仕事で潤っていた。 ところが１９７５年の地名総鑑事件を機に「身元調査おことわり運動」が大々的に行われ、その運動に脅威を覚えた大手企業や金融機関の大半が新卒中途の別なく採用調査を控えるに至った。また、大衆調査関係も結婚等の差別問題に起因して身元調査のあり方が問題視され、徐々に陰りが見え始めた。しかし、全般には景気の下支えもあって平成の１桁代位までは細々ながらでも何とか食にはありつけていた。ところが平成１２年の日本アイビー・リック事件を機に、企業の採用調査は急激に落ち込み、大衆調査部門にも少なからずその影響がでた。そんな中での昨年来の不況である。厳しいとしかいいようがない。ただ、景気の良し悪し、経済の浮き沈みは世の習い、資本主義経済下にあっては致し方無い事である。ところが、調査業界の今のていたらくは必ずしも取り巻く環境によるものばかりではなく、多分に自ら墓穴を掘った感がある。その根本原因は、差別体質と荒っぽい営業手法から社会的信用を失墜し、調査会社は「高い、怖い、いい加減」 の印象を広く社会に与えてしまった結果によるものでは無かろうか。採用調査、結婚調査に対する行政の規制はただひとえに 「差別につながるおそれ」であり、その恐れさえ払拭できれば規制の根拠はない。また、大衆調査の不振も、高い、怖い、 いい加減の社会的評価を覆すことが出来れば、決して需要が無い訳ではない。調査という仕事は有史以来延々と続いてきた社会生活に欠くことの出来ない有益な仕事であり、安全な社会生活を営むためには無くてはならない崇高な職業である。にも関わらず、 日本の調査業が未だ日の目を見ないのは偏に自らの体質にあるのではないか？と考えさせられる部分もある。たしかに、調査を取り巻く環境が個人情報、プライバシー、人権等々、何かと厳しくなっている事に違いはない。アメリカやイギリス、ヨーロッパ各国の調査業は、立派に社会的認知を得て、一産業として高い評価を得ている。特にアメリカでは企業の管理者の最低限の仕事として、採用調査、取引先調査が義務づけられているくらいである。それもこれも社会の要請と業界の自助努力の結果であって、差別と調査をイコール視されるようなナンセンスがなかったからである。日本の調査業界も、自らの努力によって差別を無くし、差別と調査は全く別次元のものであることを社会に広く知らしめなければならない。 
所謂、差別のない社会を作ることによって、「調査は差別につながる」などと云う、自己矛盾の論理を完全に払拭しなければならないと考えている。区別と差別は違い、好き嫌いと差別も違う。云われ無き差別、自らの力ではどうすることも出来ない差別、そんな差別はあらゆる努力によって解消しなければならない。しかし、調べることを禁止することによって差別は決して無くなりはしない。寧ろ、規制すればするほど変質化し潜在化した差別が強くなる、それが人の深層心理ではなかろうか。「差別意識の解消」は法律や規制によって出来るものではない。 解消の方法は色々あると思うが、隠すことや調査を規制することによって解消されるもので無いことは火をみるより明らかである。行政や人権団体は、調査する事が差別であるかのように言うが、調査は、事実の追求であり真実を解き明かす術である。 被差別部落云々など全くナンセンスとする、差別のない無い世の中を作らんと！！、 その理想に燃えて行政も人権団体も運動しているのではないか。そうした理想を掲げながらなぜ調査を規制するのか？　我々調査会社は「部落差別調査は、しない、受けない、やらせない」運動を推進している。ところが、聞くところによると大阪府は現状の規制に更に輪をかけ、 戸籍の入手を本人に通知するシステムを推奨し、市町村にその検討を要請しようとしているという。人の身分を公証する資料は戸籍しかなく、あらゆる調査の基礎資料となるのが戸籍であるにも関わらず、「誰かが貴方を調べていますよ・・」 と云うことを行政が被調査人に知らしめるシステムを導入しようとしている。これは一見いかにも親切で不正防止に役立つ方法と思われるかもしれないが、例えば「独身を装って女性を口説き」、口説かれた女性が 「本当に相手が独身か否か？」調べようとすると、行政がその詐欺師的男に「貴方を調べている人がいますよ」 とお知らせすると言うおかしなことになってしまう。これこそ要らぬお世話である。また、逆に夫婦を装って、相手を脅すなどと云う行為もよくある。ところが、本当に夫婦かどうか調べようとすると、それも脅迫紛いの相手に「あなたのことをこの人が調べいますよ」とお知らせすると言うことになる。 事件や事故が起こる前の事前調査、悪質な他人への成りすまし行為や詐欺行為の解明調査で、真実を知ろうと相手の身分確認調査を実施すれば、市町村が被調査人にお知らせするといった馬鹿げたシステムが構築されてしまうことになる。何を目的にこのようなシステムを導入しようとしているのか・・、私には理解しがたい。
何れにしても我々調査業者は、今まで以上に差別解消に向け不断の努力をし、調査イコール差別ととらえる様な間違った考え方を是正して貰わなければならない。また、戸籍の公開原則を極めて厳しく制限している現状を打開し、庶民の安全に貢献する調査業が欧米並みの社会的認知を得られるよう活動を強化して行かなければならない。新年に際し、会員の皆様とともにこうした決意を新たにしたいと思っておりますので、ご協力の程宜しくお願い申し上げます。 
新年を迎えるに際して！　　　　　　　　　　　　　副会長　東田　俊康

毎年１２月になると「喪中のため　新年のご挨拶は失礼させていただきます」と喪中案内が送付されてくる。

若い頃にはほとんど送られて来なかったが、年齢と共にその枚数は増加の一途を辿る。高齢者の方の通知には、さすが長寿国ニッポンだなぁと感心する。

私も昨年１１月で満６５歳になった。すると途端に「高齢者介護保険証」が送付されてきて、それと相前後して「高齢者介護保険料の請求書」が送付されてきた。人生わずか５０年といわれた時代に比べたら、すでにもう１５年も厚かましくもこの世に生存しているではないか？

そして今まで知り合った同世代の人々からの喪中のお知らせは、「母○○が９９歳で永眠いたしました」「義父××が１０２歳で永眠いたしました」と、ご高齢の方々の喪中のお知らせを見て、老人医療の問題が頭の片隅を過ぎって行く。

親しい知人に、本人の両親は勿論のこと、奥さんのご両親も１００歳近いお歳でご健在だと聞かされた。

羨ましいと思う反面、日常の生活振りやその介護の大変さを聞かされて、夫婦共に若くして両親を亡くしている私達の方が幸せ者なのかとも思える。

知り合いの７０歳過ぎのご夫婦の場合、１０１歳になるご主人のお母様が健在で居られ、今まで面倒を見てこられた。

最近お母様が、体調を壊され病院に入院。

そのご夫婦は、不謹慎だが、「今度こそ・・やっと二人だけの日々が送れる・・・と内心喜んでいた」と言う。

「早く介護生活から開放されないと私たちの人生が無くなってしまう・・」と奥様のほうが事ある毎に愚痴をこぼしておられたが、お母さんは皮肉にも快方に向かい無事退院してこられた。

その後間もなく、ご夫婦の住んでおられた一軒家は売りに出され、売却と同時に財産分与の上、不幸にも協議離婚されてしまった。

その後、お互いが何処へともなく転居され、その後の消息については近隣者の誰も知らない。

こんな事例を目前にしてみると、長生きすることが本当の幸せなのか？、という疑問が沸いてくる。

長寿を全うされ亡くなられた方には、「本当に長い人生ご苦労様でした」と労いと慈しみの心を持って祝福してあげるべきではないか・・、との私の考え方は歪なのだろうか？

ただ、見たことも無い長寿を全うされた方のことだから、こんなことが言えるのかも知れないが、自分の身内や親しい方のお別れは、幾つになっておられてもやはり悲しいものである。

先般、関調協の会員の綜合調査事務所代表者の井上慎哉氏が癌で亡くなられ、１２月３日に大阪北斎場において告別式が厳かに営まれました。

故井上慎哉氏とは、４０年来のお付き合いで、業界の先輩・後輩の間柄を超えての飲み友達でもありました。

故人を直接知っている方のお知らせには、生前の元気な時の姿が目に浮かび、通夜や告別式での寂しさや悲しみが込み上げてきて、喪中はがきをみながら冥福を願って黙祷を捧げている自分がいる。

年々喪中挨拶状が多くなってきているが、特に今年の年末は多く5１通の喪中挨拶状が送られてきた。

その内のほとんどは、高齢者の方々の喪中通知だったが、妻を亡くされた方、知人・友人が亡くなられた方、子供を亡くされた方もあり、一概には言えないが、喪中挨拶状が送られてきた方々への新年の年賀ハガキを如何すれば良いのか、私なりの考え方の一端を述べてみたいと思う。

業界の大先輩から、９７歳になる実父が亡くなったとの喪中通知をいただいたので、年賀ハガキを遠慮させていただいた。

すると、その大先輩から電話が入り「あんたの面白い年賀が来ないんで寂しかった。喪中のお知らせは、私の方が喪中の為、新年の挨拶を差し控えるという意味で、年賀ハガキを送るな！ということではない。来年から喪中通知をしても年賀状は送ってきてや。」という連絡を頂いた。

それまでは、喪中の連絡があれば年賀状は送らないようにしていたが、考え方を改め、自分なりのこんな結論を出して対処することに決めた。

まず、年賀状はすべての人に送ることを基本に考え、喪中通知の内容によって、出すか？出さないか？を決めることにした。

高齢な両親が黄泉の世界へ旅立たれた時は、ある意味では悲しむよりも祝福すべきことでもあると勝手に判断し、年賀状を送付することにしている。

ただ、高齢な両親でも自分が生前から良くお付き合いの有った場合は例外として年賀は控えておこうと思う。

知人・友人・伴侶・子供が亡くなられた場合は、私の年賀状はいつもつまらない冗談が多いので遠慮させていただいている。

人間は誰でもいずれは死に直面する。

新年早々にこんな縁起でもないとお叱りを受けるかもしれないが、これからは人に迷惑をかけないよう旅立てるように、今年はポックリ寺への初詣でも考えようかなぁ？。
　役に立つ法律問題　　　　　　　　　　　　　弁護士　小山　章松
（保険金は誰のものか？）
（事例）

　弊社（Ａ社）は、従業員Ｂを被保険者、保険受取人をＡ社として死亡保険

金３０００万円の生命保険契約をＦ生命保険会社と締結しました。

　ところで、Ｂは昨年の１２月２６日心筋梗塞で急死いたしました。Ｂは弊

社に１５年勤務しておりました。弊社には退職金規定も、弔慰金規定もあり

ません。弊社はこの不況で資金繰りに窮しており、保険金３０００万円を運

転資金に充てたいのですが、Ｂの遺族は、保険金はＢの相続人のものだと主

張しています。

　弊社の方で保険金は受け取れないのでしょうか。
（解説）

１．何故争いになるか。

　（1）保険会社は原則として、保険受取人であるＡ社に支払えばその責任はなくなります。しかし、原則通りにはいきません。

　　　商法の生命保険の規定に、「従業員（他人）を被保険者とする保険契約を会社が保険受取人として締結する場合は､従業員の同意がいる」としています（商法第７６４条）。

（2）そしてこの同意書は、あらかじめ保険会社が不動文字の定型文を用意しています。

　　　その同意書には「この生命保険契約に基づき支払われる保険金の全部又は相当部分は、退職金又は弔慰金の支払いに充当するものとする」とあります。

　　　この規定があるため、従業員の遺族はこの生命保険金を退職金もしくは弔慰金として受け取る権利があると考えます。

　　　一方会社は保険料を会社で出損し、保険金受取人は会社であるので、会　　　　　社のものであると考え、紛争が生じることになります。実際に裁判所で争われた事例が数件あります。

２．裁判所で争われた事例

　（1）名古屋地方裁判所平成７年１月２４日の判例は、１０００万円の保険金のうち、４００万円を遺族に支払えというものです。　（①の判例）
（2）東京地方裁判所平成７年１１月２７日の判例は、保険金３０００万円のうち、退職金・弔慰金として５００万円を遺族に支払うべきであるとした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②の判例）

　（3）名古屋地方裁判所平成９年５月１２日の判例は、１５００万円の死亡保険金のうち、１２００万円を退職金として支払うべきであるとした。
（③の判例）

３，裁判内容

　　①の判例は「同意書」にある「相当部分」を、本件保険契約の趣旨、目的、支払を受けた保険金額、会社が支払った保険料、保険金に関する税金の額、当該従業員の事業所における貢献度、死亡時の給料、その他の事情を考慮して、社会的に相当と認められる額を決定すべきである、としています。

　　②、③の判例も「相当部分」の解釈は①の判例と同様ですが、その額が明確に定められていないため、実務では判新基準が区々に分かれてます。遺族の受け取る金額が異なることになります。今後、遺族にどの程度の金額を支払うべきかが争われる事件が増えると思われます。

教　訓

　１．保険料は福利厚生費として税金で経費として認められていますが、税金対策だけでなく、先ず退職金規程､弔慰金規定がないところは早急に設けて下さい。

　２．そして死亡退職の場合、この死亡保険金を退職金、弔慰金にどのように充当するかの方式をきっちりと条文化することが必要であると考えます。

　３．退職金弔慰金規定をきっちり定めていない会社で争いが生じています。

　４．最後に、従業員の死亡によって会社が不当に利益を得ることは、良くないとの考え方が大きくなっていますので、保険契約を結ぶときは十分考慮に入れておいて下さい。

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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